
  

全 員 協 議 会 

 

日 時  令和５年３月３日（金） 

午前９時 

場 所  議場 

 

付議事項 

 議運決定事項について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

第３６、３７、３８回議運決定事項 
 

令和５年２月２１日（火） 

令和５年２月２２日（水） 

令和５年３月 ２日（木） 
 

１ 議会活動の正常化を求める陳情について 

中島好人議員と山田伸幸議員に、３月６日（火）の議会運営委員会に委員

外議員として出席するよう文書で再度要請することとした。 

 

２ 「わが町の憲法」と謳われた山陽小野田市自治基本条例の改正にあたって

慎重審議を求める陳情書・・・資料１ 

  急施を要する案件として、総務文教常任委員会に調査委員会を決定した。 

 

３ 山陽小野田市議会委員会条例の一部改正について 

議員提出議案「山陽小野田市議会委員会条例の一部を改正する条例の制定

について」を資料２のとおり提出することとした。上程は、本会議最終日の

３月２４日（金）とすることとした。 

 

４ 宇部拘置支所の収容業務の継続を求める意見書の提出について 

議員提出意見書案（資料３）「宇部拘置支所の収容業務の継続を求める意

見書」を３月３日（金）の本会議に上程し、即決することとした。 

 

５ 議事日程変更案について・・・資料４ 
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議員提出議案第 号                     

 

山陽小野田市議会委員会条例の一部を改正する条例の制定について 

山陽小野田市議会委員会条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

令和５年 月 日提出 

 

提出者 山陽小野田市議会議員 中 村 博 行   

賛成者 山陽小野田市議会議員 大 井 淳一朗   

賛成者 山陽小野田市議会議員 宮 本 政 志   

賛成者 山陽小野田市議会議員 伊 場   勇   

賛成者 山陽小野田市議会議員 笹 木 慶 之   

賛成者 山陽小野田市議会議員 森 山 喜 久   

 

山陽小野田市議会委員会条例の一部を改正する条例 

山陽小野田市議会委員会条例（平成１７年山陽小野田市条例第２０９号）の

一部を次のように改正する。 

「企画部の所管に属 
第２条第２項第１号中「企画部の所管に属する事項」を 
                          協創部の所管に属 
 

する事項 
に改める。 

する事項」 
 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の際、現にこの条例による改正前の山陽小野田市議会委員

会条例（以下「改正前の条例」という。）の規定による総務文教常任委員会

又は民生福祉常任委員会の委員、委員長又は副委員長に選任されている者は、

それぞれ、この条例による改正後の山陽小野田市議会委員会条例（以下「改

正後の条例」という。）の規定による総務文教常任委員会又は民生福祉常任

 

資料２ 
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委員会の委員、委員長又は副委員長に選任されたものとみなし、その任期は、

改正前の条例の規定による総務文教常任委員会又は民生福祉常任委員会の

委員の残任期間とする。 

３ この条例の施行の際、現に改正前の条例の規定による総務文教常任委員会

又は民生福祉常任委員会において継続審査中の事件については、改正後の条

例の規定による総務文教常任委員会又は民生福祉常任委員会に付議された

ものとみなす。 
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議員提出議案第 号参考資料 

山陽小野田市議会委員会条例新旧対照表 

改正後 改正前 

（常任委員の所属、常任委員会の名称、委員定数及びそ

の所管） 

第２条 （略） 

２ 常任委員会の名称、委員定数及びその所管は、次の

とおりとする。 

(1) 総務文教常任委員会 ８人 

総務部の所管に属する事項 

企画部の所管に属する事項 

協創部の所管に属する事項 

監理室の所管に属する事項 

大学推進室の所管に属する事項 

教育委員会の所管に属する事項 

他の委員会に属せざる事項 

(2)～(4) （略） 

（常任委員の所属、常任委員会の名称、委員定数及びそ

の所管） 

第２条 （略） 

２ 常任委員会の名称、委員定数及びその所管は、次の

とおりとする。 

(1) 総務文教常任委員会 ８人 

総務部の所管に属する事項 

企画部の所管に属する事項 

 

監理室の所管に属する事項 

大学推進室の所管に属する事項 

教育委員会の所管に属する事項 

他の委員会に属せざる事項 

(2)～(4) （略） 
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（改正の理由） 

議員提出議案第 号は、山陽小野田市議会委員会条例の一部を改正する条例

の制定についてであります。 

改正の内容は、山陽小野田市組織条例が改正されたことに伴い、常任委員会

の所管に属する事項を改めるものであります。 

よろしく御審議の上、御議決くださいますようお願いいたします。 
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議員提出意見書案第 号 

 

宇部拘置支所の収容業務の継続を求める意見書の提出について 

 

地方自治法第９９条の規定により、次のとおり意見書を提出する。 

 

令和５年 月 日提出 

 

提出者 山陽小野田市議会議員 中 村 博 行   

         賛成者 山陽小野田市議会議員 大 井 淳一朗   

          〃  山陽小野田市議会議員 宮 本 政 志   

          〃  山陽小野田市議会議員 伊 場   勇   

          〃  山陽小野田市議会議員 笹 木 慶 之   

          〃  山陽小野田市議会議員 森 山 喜 久   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料３ 
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宇部拘置支所の収容業務の継続を求める意見書（案） 

 

宇部拘置支所は、主として宇部・山陽小野田管内の捜査機関により検挙され、

起訴された被告人を収容する施設であり、この支所に収容される被告人の多く

は、山陽小野田市や宇部市に在住する者である。 

 法務省矯正局によると、宇部拘置支所は、建物の老朽化を理由に収容業務を

恒久的に停止し、収容業務の停止後は、山陽小野田市や宇部市に在住の被告人

は、下関拘置支所において収容する予定とのことである。  

 本来、勾留されている被告人は、刑事訴訟法第３９条第１項の規定により、

被疑者の段階から弁護人と立会人なくして接見し、書類や物の授受をすること

ができるとされ、弁護人との接見交通権が保障されている。  

 係る権利は、被告人の防御権のためには極めて重要な権利であり、十分に保

障されなければならず、これを実質的に保障するためには、弁護人の接見交通

権の行使が容易でなければならない。 

 宇部拘置支所の収容業務が停止され、下関拘置支所に集約されることは、宇

部市から下関市まで自動車で片道１時間以上の距離があり、山陽小野田市や宇

部市に在住する者にとっては、現状と比較し、速やかな接見が今まで以上に困

難となり、また、弁護人の弁護活動と被告人の人権への配慮を欠くものであり、

許容し難い。 

 また、刑事訴訟法第８０条に規定する弁護人以外の者との接見交通権におい

ても、山陽小野田市や宇部市に在住の被告人は、生活の本拠地から遠く離れた

地で身体を拘束される結果、家族との面会も困難となり、精神的な支えを失う

という不利益を受ける。 

 さらに、平成２８年に制定された再犯の防止等の推進に関する法律及び同法

を受けて国において策定した再犯防止推進計画においては、被告人の更生支援

の重要性が指摘されている。 

被告人の更生支援においては、社会福祉士等の福祉専門職が被告人と多数回

接見を行い、更生支援のための計画を策定することが通例である。  

しかし、福祉専門職の数が限られている山口県内の現状では、宇部拘置支所

が収容業務が停止され、下関拘置支所に集約された場合、被告人が福祉専門職
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と十分な面会を行うことが困難となり、更生支援計画の実施を阻み、早期の社

会復帰を阻害する結果となることが強く懸念される。  

そもそも、拘置支所は、国家の刑事司法制度や刑事政策を支える基本的なイ

ンフラであり、都市部か地方部かを問わず、必要な国費を投じて設置・運営さ

れるべきものである。 

ついては、国におかれては、下記事項について迅速に取り組まれるよう要望

する。 

記 

１ 宇部拘置支所の収容業務を継続すること。  

２ 都市部のみならず地方における刑事司法や刑事政策に係るインフラの整備

のため、十分な司法予算を確保すること。 

 

令和 年 月 日 

 

山陽小野田市議会   

 



令和５年第１回（３月）定例会議事日程変更案 

 

月 日 曜 開議時刻 会議名 摘 要 

３ ２ 木 午前９時３０分 本会議 ・一般質問（４人） 

３ ３ 金 午前９時３０分 本会議 

・一般質問（３人） 

・議員提出意見書案１件を上程、提案 

理由の説明、質疑、討論及び採決 

 
３ ４ 土  休 会  

３ ５ 日  休 会  

３ ６ 月 午前９時３０分 本会議 ・一般質問（２人） 

３ ７ 火  休 会  

３ ８ 水  休 会  

３ ２４ 金 午前１０時 本会議 

・付託案件に対する委員長報告、質疑、 

討論及び採決  

・閉会中の調査事項について 

資料４ 


